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　会員市町村担当者所属長　様

北海道日本型直接支払推進協議会
事務局長　小　松　淳　一　
「とんぼの未来・北の里づくり」事例研究会（仮称）の設置について

　本協議会の推進運営につきましては、日頃よりご理解ご支援賜り厚くお礼申し上げます。

さて、多面的機能支払交付金は、平成19年度に開始された農地・水・環境保全向上対策から起算し、11年目を迎えました。当初は、83市町村・25万haが活動対象区域となっていましたが、平成29年度には149市町村・77万haが活動対象区域となるまでに広がりをみせています。
　この間、本道における農地・農業用施設の維持管理活動や農村環境保全活動について、使途対象活動の拡充等を図り、関係活動組織においては、地域の課題解決に向けた積極的な取組が行われてきたところではありますが、より一層充実した活動の展開が求められているところです。
　一方で、交付金を用いた活動の内容や、制度全般に対する質問も多く寄せられていることから、本道の地域特性に応じた更なる活動の充実を図ることを目的に、別添設置要領（案）のとおり標記研究会を設置し、情報発信等を行うこととしました。
つきましては、別添「研究会（仮称）設置要領（案）」２.構成に記載のとおり活動組織構成員及び市町村担当者の推薦を募ることとしましたので、下記のとおり推薦を賜りますようお願いいたします。
　なお、研究会には定数を設けていることから、多数の推薦があった場合には、当方にて選考させて頂きますので、ご承知おきください。

記

１．推薦対象者
・多面的機能支払交付金に取り組む活動組織の構成員で、次世代にわたる農業者等。
・多面的機能支払交付金に取り組む市町村職員。

２．推薦者の報告
別紙「「とんぼの未来・北の里づくり」事例研究会（仮称）への推薦者報告書」に氏名等を記載のうえ、平成29年10月６日（金）までにメールにより道協議会事務局へ報告してください。
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TEL 011-206-6209　FAX 011-200-5352


Email　 sato-hideya@htochiren.jp








